
頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　保険年金課・健康課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 ○ 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
■ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

成果指標①

指標名 メタボリッククシンドロームの該当者及び予備群減少率 単位 ％

説明・算定式
（１－当該年度のメタボリックシンドロームの該当者及び予備群の数÷基準年度（平成20年度）の
メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の数）×100

成果指標②

指標名 計画策定進捗率 単位 ％

説明・算定式

－ －
100

活動指標②

指標名 特定保健指導実施率 単位 ％

説明・算定式 特定保健指導利用者数÷特定保健指導対象者数×100

平成19年度

被保険者の疾病（特に生活習慣病）予防、健康の保持増進
を図ります。

被保険者に対して、より健康的な生活習慣へと行動変容を
促し、糖尿病などの生活習慣病の有病者・予備群を減少さ
せるため、内臓脂肪症候群に着目した健診・保健指導を実
施します。

活動指標①

指標名 特定健康診査実施率 単位 ％

説明・算定式 特定健診受診者数÷当該年度当初における40歳以上の国民健康保険加入者数×100

平成19年度
35－

目標 － 25 30

目標

17.412.4－実績

平成21年度

対象・受益者 平塚市国民健康保険被保険者 事業期間
委託、協働

目的・目標 事業の概要

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 1

事務事業名
事業担当

特定健診・特定保健指導事業

法令等に基づく事務のため、市として関与する必要があり
ます。

法令等に基づく事務であり、メタボリッククシンドロームの
予防という点からも有効性が高いと思われます。

保険年金課、高齢福祉課、健康課の各課が連携して事業
を推進しており、業務の執行体制の面からも妥当性が高い
と思われます。

分析の視点

③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02

○
○

100

事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03

2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律第２０条及び第２４条、国民健康保険法第８２条、国民健康保険条例第７条

○
●
○

特定保健指導の実施は、一部で民間活力の活用（アウト
ソーシング）を行い、コストの削減、民間ノウハウの活用を
図ります。

目標

実績

先の視点に関する分析・課題の抽出

●
○事

業

分

析

項目 総合評価

必要性

有効性

妥当性

効率性

●
○

●

40
平成20年度

平成20年度 平成21年度

1－－目標

－ －

－ － 1.4実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度

－ 6 31.1実績

平成19年度 平成20年度 平成21年度



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ③ ③

Ａ Ｃ Ａ

主な取組と成果

関係部署（健康課、高齢福祉課）
と連携し、「平塚市国民健康保険
特定健康診査・特定保健指導実施
計画」を策定したことにより、平
成２０年度から実施する特定健
診・特定保健指導の準備を行うこ
とができた。

健康課及び高齢福祉課と連携し、
特定健診（特定健診の一環として
実施した人間ドック助成事業を含
む）・特定保健指導を実施しまし
た。

４０歳以上の被保険者に対し、特
定健康診査・特定保健指導を実施
し、被保険者の生活習慣の改善
や、メタボリックシンドロームへ
の理解を深めました。

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

－

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

2

進
捗
状
況

再任用　(人)
内
訳

人件費　(B)
フルコスト　(A+B)

遅れている
理由

：遅れている
事業の周知及び他の検診等との
連携が不足していたため

制度周知を図った結果、特定保
健指導実施率は向上したが、検
査実施率が低調だったため

20,974
109,369

0
19,072

今後に向けた
課題

増加を見込む対象者数に対応し、
かつ、効率的・効果的な実施方法
を検討します。

増加を見込む対象者数に対応し、
かつ、効率的・効果的な実施方法
を検討します。

健診受診者の増加率が想定を下
回っているため、効率的・効果的
な実施方法や受診の勧奨について
検討する必要があります。

：予定どおり ：遅れている

：成果があがった ：十分に成果をあげることができなかった ：成果があがった

財
源
内
訳

一般財源

国庫支出金
県支出金

起債
その他　特財

0
88,395
32.14

事業費　(A)
執行率　(%)

職員　(人) 2.51

事業内容

内臓脂肪症候群に着目した健
診・保健指導

内臓脂肪症候群に着目した健
診・保健指導

計画策定及び実施方法の周知

34,023

21,062

2.51
0.00

21,062
0.00

21,062
98,082

0
0
0
0

0.00

0.00

0
20,349

34,023
28,974
28,974

0

0
77,020
32.96
2.51

0

平成２１年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成１９年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　健康課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
■ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

健康増進法に基づき実施している事業のため、必要性は
高いと思われます。 ●

○

有効性

継続して事業を行うことにより、健康や疾病予防への意識
を高めることができることから、有効性は高いと思われま
す。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

適正な受益者負担や対象者、条件を含め検討する必要が
あります。 ○

●
○

効率性

民間委託の可能性を含め、事業形態を再検討しコスト削減
等に取り組む必要があります。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 受診者数÷延べ対象人数×100

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 がん検診受診率 単位 ％

目標 15 15 15
実績 14.4 13.3 11.4

実績 36209 30803 33912

単位 人

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 33800 35500 35500

実績 100 103 109

説明・算定式 健康教室の回数

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 66 80 100

目的・目標 事業の概要
生活習慣病の予防により、市民の健康増進が図られていま
す。

生活習慣病の予防のため、知識の普及・啓発を目的とした
健康教室を開催します。また、病気の早期発見とその原因
となる生活習慣の改善のため、各種健（検）診を実施しま
す。

委託、協働 医師

活動指標①

指標名 健康教室の開催 単位 回

対象・受益者 ２０歳以上の市民 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

事業種類

根拠法令等 健康増進法

事務事業名 健康増進事業
事業担当

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 3

活動指標②

指標名 がん検診受診者数



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ｂ Ｂ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

今後、ますます高齢化が進むこと
が予想されるため、負担金免除の
基準や受益者負担金の見直しも必
要になる。

今後、ますます高齢化が進むこと
が予想されるため、負担金免除の
基準や受益者負担金の見直しも必
要になります。

平成１９年度より実施している前
立腺がん検診の対象者の増加や、
高齢化社会の進展が予想されるた
め、負担金免除の基準や受益者負
担金の見直しも必要になります。

主な取組と成果

生活習慣病の予防などの健康教育
を行った。また、病気やがんの早
期発見のため基本健診やがん検診
の受診率の向上を図った。これら
により市民の健康保持や増進を図
ることができた。

生活習慣病の予防などの健康教育
を行うとともに、がんの早期発見
のため、がん検診の受診率の向上
を図りました。これらにより市民
の健康保持や増進を図ることがで
きました。

女性特有のがん検診における受診
促進を図るとともに、がんの早期
発見と正しい健康意識の普及・啓
発により、健康の保持・増進を図
ることを目的に「女性特有のがん
検診推進事業」を実施しました。
また、9月のがん征圧月間には、
がんに関するパネル展を実施し、
その結果、がん健診の受診者数は
増加しました。

検証結果 ：成果があがった ：おおむね成果があがった ：おおむね成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 352,047 194,739 212,750
人件費　(B) 28,949 28,949 28,411

内
訳

職員　(人) 3.45 3.45 3.40
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 64.62 87.97 97.81
事業費　(A) 323,098 165,790 184,339

その他　特財 168 267 336
155,838

県支出金 584 2,061 3,660財
源
内
訳

国庫支出金 584 0 24,505

起債 0 0 0

一般財源 321,762 163,462

事業内容

健康教育、がん検診、基本健康
診査事業など

健康教育、がん検診、基本健康
診査事業など

健康教育、がん検診、健康診査
事業など

4

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　健康課
○ ハード ● ソフト

年 ～ 年
【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
■ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 5

○

有効性

国の「健康日本２１」、県の「かながわ健康プラン２１」を受
けて平塚市版“健康プラン２１”を策定することにより、健康
目標を明確にすることから、有効であると思われます。 ○

妥当性

市民に生涯を通じた健康増進を推進するため、健康課題
や健康目標を明確にするものであり、妥当であると思われ
ます。

○

●

●

成果指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

平成19年度

平成19年度 平成20年度

成果指標①

計画策定進捗率 単位 ％

説明・算定式 H19：検討5％、H20：アンケート25％、H21：策定完了70％

実績 4 30 70

説明・算定式 －

実績 1 1 3

活動指標②

単位

説明・算定式

実績

目標

事務事業名 健康増進計画策定事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02

事業の概要
市の健康課題や健康目標を明確にし、健康増進法に基づく
健康増進計画が策定されています。

生涯を通じた市民の健康増進を図るため、健康増進計画を
策定し、各種制度間の事業の連携やライフステージごとの
目標を設定するなど、健康づくり・疾病予防をさらに効果
的に推進します。

活動指標①

健康増進計画策定会議の開催及び推進部会による計画進捗管理 単位

健康増進法第８条第２項

総合評価

必要性

市の健康課題や健康目標を明確にし、市民のニーズであ
る健康寿命を延ばすために必要です。

●
○

●
○

事

業

分

析

効率性

健康課題について、地域で行っている運動クラブなどでの
事業実施時に意見を聴取することとし、効率化を図ってい
ます。

○

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出

平成20年度 平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 5 30 100

平成21年度

指標名

指標名

平成19年度 平成20年度 平成21年度
目標 3 3 3

回

対象・受益者 市民 事業期間 2007 2009
委託、協働 関係機関

目的・目標

根拠法令等

'02
③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する'03
2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

③ ② ①

Ｂ Ｂ Ｂ

今後に向けた
課題

計画策定に向け、上位施策の内容
を踏まえて平塚市民のニーズに
あった計画づくりを推進してい
く。

計画策定に向け、上位施策の内容
を踏まえて市民のニーズにあった
計画づくりを推進します。

計画を策定し、関係機関、市民へ
の周知に努め、健康づくり、疾病
予防を効果的に推進します。

主な取組と成果

想定した回数の会議を開催するこ
とができなかったが、平成20年度
以降のスケジュールの確認や全体
の枠組みを定めることにより、計
画策定に向けて準備を進めること
ができた。

想定した回数の会議を開催するこ
とができませんでしたが、平成２
０年度以降のスケジュールの確認
や全体の枠組みを定めることによ
り、計画策定に向けて準備を進め
ることができました。

策定委員会、庁内ワーキング部会
の開催、平成２1年度以降のスケ
ジュールや全体の枠組みを定める
ことにより、計画策定に向けて準
備を進めることができました。

：おおむね成果があがった ：おおむね成果があがった ：おおむね成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

内
訳 再任用　(人)

フルコスト　(A+B) 9,231 9,912 9,732
人件費　(B) 9,231 9,231 9,192

0.00 0.00 0.00

6

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額

遅れている
理由

情報収集に時間がかかり予定ど
おり会議を開催することができな
かった。

情報収集に時間がかかり、予定
どおり会議が開催できなかった
ため

－

540

検証結果
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

進
捗
状
況

：遅れている ：若干遅れている ：予定どおり

国庫支出金 0 0

0.00 55.64 41.83
職員　(人) 1.10 1.10 1.10

執行率　(%)
事業費　(A) 0 681

事業内容

検討 アンケート実施 計画策定・印刷配布

0 681 540

財
源
内
訳

一般財源

起債
県支出金 0 0 0

その他　特財 0 0 0

0

0 0 0



頁

１．事業の位置付け

健康・こども部　健康課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ ○ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
■ 市の関与の必要性 低
□ その他
■ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

市民ニーズの高まりとともに、食育基本法の努力義務とし
ての位置づけられるものであり、必要性が高いと思われま
す。

●
○

有効性

食育基本法にも位置づけられているほか、食育に関する
市民ニーズが高まっており、子どもの成人病予防などの観
点からも、有効性は高いと思われます。

●
○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

子どもから成人を対象にした多方面からの取組であり、妥
当性は高いと思われます。 ●

○
○

効率性

市民・団体、企業等の多岐にわたる主体との連携が必要と
なります。 ○

●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 H19：検討40％、H20：策定40％、H21：啓発用冊子作成・配布20％


平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 食育推進計画策定･運用進捗率 単位 ％

目標 40 80 100
実績 40 70 90

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 4 4 5

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 平塚市食育推進計画策定専門部会及びワーキング開催回数 単位 回

目標 3 4 3

委託、協働 地域活動団体等との協働
目的・目標 事業の概要

市民が生涯にわたり健全な心身を培い、豊かな人間性をは
ぐくむことができるために、子どもの食育、成人の生活習
慣病などの予防、高齢者の健全な食生活、食の安全性、食
文化の継承などそれぞれの分野の食育に関心が高まってい
ます。

みんなが様々な経験を通じて「食」に関する正しい知識と
望ましい食習慣を身につけ、健全な食生活を送ることがで
きるようにするため、食育推進計画を諸団体と連携し、策
定・推進します。

根拠法令等 食育基本法
対象・受益者 市民 事業期間

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち
'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する
'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 7

事務事業名 食育推進事業
事業担当
事業種類



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ｂ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

各課の関係機関や市民団体等ごと
の役割分担と、市民一人一人の食
に対する安全、食育への関心を次
世代へ伝えること、また事業を推
進していく上での地域住民との協
働が課題である。

各課の関係機関や市民団体等ごと
の役割分担と、市民一人一人の食
に対する安全、食育への関心を次
世代へ伝えること、また事業を推
進していく上での地域住民との協
働が課題です。

各課の関係機関や市民団体等ごと
の役割分担と、市民一人一人の食
に対する安全、食育への関心を次
世代へ伝えること、また事業を推
進していく上での地域住民との協
働が課題です。

主な取組と成果

「食育のための実態調査」の実施
によるデータ把握を行うととも
に、各推進会議を開催し、食育推
進基本計画の策定に向けて準備を
進めることができた。

「食育推進のための実態調査」の
実施によるデータ把握を行うとと
もに、各推進会議を開催し、食育
推進計画の策定に向けて骨子案の
準備を進めることができました。

「食育推進のための実態調査」の
実施によるデータ把握を行うとと
もに、各推進会議を開催し、食育
推進計画を策定することができま
した。

検証結果 ：成果があがった ：おおむね成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 5,114 4,991 10,486
人件費　(B) 4,616 4,616 10,028

内
訳

職員　(人) 0.55 0.55 1.20
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 58.11 29.21 21.78
事業費　(A) 498 375 458

その他　特財 0 0 0
458

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 498 375

事業内容

検討・アンケート実施など 計画策定・印刷配布など 食育推進委員会の開催、啓発冊
子作成など

8

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

市民病院　病院総務課
● ハード ○ ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
■ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

地域において市民が良質で安全な医療の提供が受けられ
るようにするため、高度医療器械の整備の必要は高いもの
と考えます。

●
○

有効性

先進の医療水準が確保できるよう、毎年、高度医療器械な
どの更新・導入を行い、有効性を高めています。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

医療水準の確保や良質な医療提供を行う上で、必要不可
欠な事業と考えます。 ●

○
○

効率性

新しい器械の導入や器械の更新が急性期病院としての評
価を高めるものでありますが、必ずしも手術件数や入院単
価の増加に直接つながるとは限りません。

○
●
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 収益金額の前年比増加率

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 入院患者１日１人当たりの収益増加率 単位 ％

目標 1 1 1
実績 9.6 -1.5 1.4

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 58 66 68

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 高度医療器械等整備台数 単位 台

目標 30 30 30

目的・目標 事業の概要
地域において良質で安全な医療の提供が受けられる状態と
なっています。

医療水準の確保と良質な医療を提供するため、高度医療器
械などの整備を行います。

対象・受益者 市民 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 9

事務事業名 高度医療器械等整備事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ｃ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

新規導入した器械はもとより、更
新した器械を含め、最大限に利用
されて収益につながっているのか
十分な検証がなされていない。

新規導入した器械はもとより、更
新した器械を含め、最大限に利用
されて収益につながっているのか
十分な検証が必要です。

新規導入した器械はもとより、更
新した器械を含め、最大限に利用
されて収益につながっているのか
十分な検証が必要です。

主な取組と成果

マルチスライスＣＴ、全自動錠剤
分包器、４Ｄの超音波診断装置な
ど５８台の高度医療機器を購入・
整備したことにより、良質な医療
を提供することができた。

デジタルガンマカメラ、マルチカ
ラーレーザー光凝固装置、人工呼
吸器など６６台の高度医療機器を
購入・整備したことにより、良質
な医療を提供することができまし
た。

関節鏡システム、超音波診断装置
及び新型インフルエンザ対策とし
て人工呼吸器など６８台の高度医
療機器を購入・整備したことによ
り、良質な医療を提供することが
できました。

検証結果 ：成果があがった ：十分に成果をあげることができなかった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 152,468 191,619 152,757
人件費　(B) 2,518 2,770 2,758

内
訳

職員　(人) 0.30 0.33 0.33
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 99.97 125.90 100.00
事業費　(A) 149,950 188,849 149,999

その他　特財 0 0 0
142,469

県支出金 0 0 6,480財
源
内
訳

国庫支出金 0 2,625 1,050

起債 0 0 0

一般財源 149,950 186,224

事業内容

高度医療器械などの更新・導入 高度医療器械などの更新・導入 高度医療器械などの更新・導入

10

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

市民病院　病院総務課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
■ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
■ 継続による成果向上の可能性 低
□ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

地震発生後の病院職員による対応訓練などの実施は、各
自が何をすべきかを自覚させるために必要です。 ●

○

有効性

災害時医療拠点病院として機能するよう、毎年継続して訓
練することにより有効となります。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

災害時における病院機能を発揮するため、地域住民の参
加する実践的な訓練をすることで、各職場における防災対
策への意識付けができ、妥当と考えます。

●
○
○

効率性

国・県などが主催する訓練等に参加し、最新の訓練を院内
に取り入れることができ、大きな成果を上げることができま
す。

●
○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 訓練参加者数 単位 人

目標 150 150 200
実績 134 152 203

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 1 1 1

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 訓練実施回数 単位 回

目標 1 1 1

目的・目標 事業の概要
災害時の患者の受入れや医療体制が最大限発揮できるよう
に、病院職員・住民ともにその役割を理解し、実践的訓練
が行われています。

災害時に医療拠点病院としての機能を発揮するため、地域
住民も参加する実践的な災害対応訓練などを実施します。

対象・受益者 市民、病院 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 11

事務事業名 災害時医療提供推進事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働 地域住民

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ｂ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

地域住民が訓練への参加の意義を
どのように理解してもらえるかが
課題である。

地域住民が訓練への参加の意義を
どのように理解してもらえるかが
課題です。

地域住民が訓練への参加の意義を
どのように理解してもらえるかが
課題です。

主な取組と成果

県などが主催する研修会等に参加
するとともに、院内の職員を対象
に地震発生後１時間までの実践対
応訓練などを実施したことにより
災害時に備えた。なお、平成１９
年度は、病院職員のみの訓練で
あった。

県などが主催する研修会等に参加
するとともに、職員と一緒に地域
住民も患者や搬送者として参加す
る地震発生後１時間までの実践対
応訓練などを実施したことにより
災害時に備えました。

国・県などが主催する訓練等に参
加するとともに、職員と一緒に地
域住民も患者や搬送者として参加
する地震発生後１時間までの実践
対応訓練などを実施したことによ
り災害時に備えました。

検証結果 ：おおむね成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 1,739 2,102 2,044
人件費　(B) 1,679 1,930 1,922

内
訳

職員　(人) 0.20 0.23 0.23
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 20.00 57.33 40.67
事業費　(A) 60 172 122

その他　特財 0 0 0
122

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 60 172

事業内容

県の研修や市内で開催される訓
練などに参加

院内での実践的な訓練の実施 地域住民も参加する訓練の実施

12

平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

教育総務部　学校給食課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

□ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
■ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
■ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
□ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
■ その他 低

必要性

孤食や朝食の欠食、栄養の偏りや不規則な生活により肥
満や生活習慣病の増加、過度の痩せといった問題等が生
じているため、事業の必要性は高いです。

●
○

有効性

子どもたちが健全な心と身体を培う上で正しい食事のあり
方や望ましい食生活を指導するのは有効です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼすこの時
期に正しい知識を身につけるため指導を行うことは妥当で
す。

●
○
○

効率性

年間を通した指導の計画をつくり、計画的に実施している
ため効率性は高いです。 ●

○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 残食率 単位 ％

目標 12 11.6 11.5
実績 11 11.4 10.5

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 365 421 448

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 食に関する指導実施回数 単位 回

目標 366 370 372

目的・目標 事業の概要
児童一人一人が、正しい食事のあり方や望ましい食習慣を
習得しています。

正しい食事のあり方や望ましい食生活を身につけるため、
給食時間や総合学習などの時間を利用して食に関する指導
を行います。

対象・受益者 児童 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等 食育基本法

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 13

事務事業名 食に関する指導事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

学校との連携を深め、積極的な指
導への参画を求める。

学校との連携を深め、積極的な指
導への参画を求めます。

学校との連携を深め、積極的な指
導への参画を求めます。

主な取組と成果

給食時間だけではなく、家庭科、
総合等の教科にも関わるよう食に
関する指導を進め、正しい食事の
あり方や望ましい食習慣の習得に
つながった。

給食時間だけではなく、家庭科、
総合等の教科にも関わるよう食に
関する指導を進め、正しい食事の
あり方や望ましい食習慣の習得に
つながりました。

給食時間だけではなく、家庭科、
総合等の教科にも関わるよう食に
関する指導を進め、正しい食事の
あり方や望ましい食習慣の習得に
つながりました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 7,552 7,552 7,939
人件費　(B) 7,552 7,552 7,939

内
訳

職員　(人) 0.90 0.90 0.95
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 0.00 0.00 0.00
事業費　(A) 0 0 0

その他　特財 0 0 0
0

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 0

事業内容

食に関する指導の実施 食に関する指導の実施 食に関する指導の実施
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額



頁

１．事業の位置付け

教育総務部　学校給食課
○ ハード ● ソフト

【委託： 3セク・財団 企業 ＮＰＯ その他　】 【協働： 】

２．事業の検証

■ 市民ニーズ
□ 事業目的の達成状況 高
□ 市の関与の必要性 低
□ その他
□ 上位施策への貢献
□ 市民満足度を高める方策 高
□ 継続による成果向上の可能性 低
■ その他
■ 事業の目的、対象、内容
□ 受益者負担、補助額 高
□ 業務の執行体制（人員配置、業務分担） 中
□ その他 低
□ 業務プロセス改善による効率化の方策
■ コスト削減の可能性 高
□ 事業手法（民活の余地、事業形態の検討） 中
□ その他 低

必要性

外国野菜の残留農薬等安全性が問題となっている中で安
心・安全で新鮮な食材の選定は重要です。 ●

○

有効性

児童に安心・安全な給食の提供を知る上で有効性は高い
です。 ●

○

事

業

分

析

項目 分析の視点 先の視点に関する分析・課題の抽出 総合評価

妥当性

児童の給食を提供する上で安心・安全な食材を使用するこ
とは当然であることから妥当性は高いです。 ●

○
○

効率性

見積合わせで決定しているため、十分にコスト削減を行っ
ており、現状での効率性は高いです。 ●

○
○

実績

目標

成果指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

説明・算定式 地場産野菜使用量÷年間総野菜使用量×100

平成19年度 平成20年度 平成21年度成果指標①

指標名 地場産野菜使用率 単位 ％

目標 22.3 22.4 22.5
実績 23.4 21.3 20.7

目標

活動指標②

指標名 単位

説明・算定式

平成19年度 平成20年度 平成21年度

実績 26 22 25

実績

説明・算定式 －

平成19年度 平成20年度 平成21年度活動指標①

指標名 地場産野菜使用品目数 単位 品目

目標 23 23 24

目的・目標 事業の概要
安心・安全な給食が提供されています。 児童に安心・安全な給食を提供するため、地元農家が生産

した新鮮な野菜の使用を推進します。

対象・受益者 児童 事業期間

'02 2 多様な地域課題に的確かつ総合的に対応する地域密着のサービスを充実する
根拠法令等

平塚市総合計画　第１次実施計画期間における実施計画事業の取り組み状況まとめ 15

事務事業名 学校給食地場産野菜使用推進事業
事業担当
事業種類

総合計画の
位置付け

'02 基本目標２　　子育て、長寿を楽しみ、安心していきいきと暮らせるまち

委託、協働

'03 ③〈健康・安心・福祉力〉その人らしく安心できる生活を支援する



頁
３．年度別事業内容・決算額 （単位：千円）

４．事業展開の経緯

① ① ①

Ａ Ａ Ａ
平成21年度への展開 平成22年度への展開 平成23年度への展開

今後に向けた
課題

平塚産野菜の使用に努め、現状を
維持するようにする。

平塚産野菜の使用に努め、現状を
維持します。

平塚産野菜の使用に努め、現状を
維持します。

主な取組と成果

学校給食物資選定委員会で平塚産
野菜を月平均で４～５品目決めて
使用し、指定品以外でも平塚産野
菜が供給される場合にはできる限
り平塚産野菜を使用するように努
め、安心・安全な給食の提供を
行った。

学校給食物資選定委員会で平塚産
野菜を月平均で４～５品目決めて
使用し、指定品以外でも平塚産野
菜が供給される場合にはできる限
り平塚産野菜を使用するように努
め、安心・安全な給食の提供を行
いました。

学校給食物資選定委員会で平塚産
野菜を月平均で４～５品目決めて
使用し、指定品以外でも平塚産野
菜が供給される場合にはできる限
り平塚産野菜を使用するように努
め、安心・安全な給食の提供を行
いました。

検証結果 ：成果があがった ：成果があがった ：成果があがった

平成19年度事業分 平成20年度事業分 平成21年度事業分

進
捗
状
況

：予定どおり ：予定どおり ：予定どおり

遅れている
理由

－ － －

フルコスト　(A+B) 7,972 7,972 7,939
人件費　(B) 7,972 7,972 7,939

内
訳

職員　(人) 0.95 0.95 0.95
再任用　(人) 0.00 0.00 0.00

執行率　(%) 0.00 0.00 0.00
事業費　(A) 0 0 0

その他　特財 0 0 0
0

県支出金 0 0 0財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 0 0

事業内容

地場産品の使用推進 地場産品の使用推進 地場産品の使用推進
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平成１９年度
決算額

平成２０年度
決算額

平成２１年度
決算額


